第５回　さいたま市地域自立支援協議会　議事録（案）
日時：平成２２年１１月３０日（火）１０：００～１２：００
場所：保健所　第２研修室
次　 第

配布資料


出席者（敬称略）
出席委員・・・石橋委員、岡崎委員、齋藤（香）委員、斎藤（な）委員、菅原委員、中村委員、平林委員、増田委員、三石委員、宗澤会長、山本委員
事務局・・・川鍋補佐、吉野補佐、企画係担当
１　開　会
○開会
（宗澤会長）

· それでは、「第５回さいたま市地域自立支援協議会」を開催させていただきます。

· まず、今回の委員さんの出席状況ですが、出席委員１１名、欠席委員１名ですので、さいたま市地域自立支援協議会設置要綱第６条２項の規定により、委員の過半数がご出席されておりますので、本日の会議は成立いたします。

· 続きまして、会議の公開に関しましては、「さいたま市地域自立支援協議会運営要領」第３条に基づき、本会議は公開することとなっており、傍聴人に関しましては、同要領第４条の規定により、会長が傍聴人の許可及び人数を定めることとなっておりますので、先ほど、傍聴人についてご確認させていただいたところ、本日６名の方が傍聴を希望されております。そこで、傍聴人の人数を６名と定め、６名の方につきまして、傍聴を許可したいと存じます。

· ここで議題に入ります前に、事務局より本日の資料のご確認をお願いいたします。
（事務局）吉野補佐

· それでは、お手元の資料の確認をさせていただきたいと存じます。本日お配りした資料といたしましては、
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の以上１０点でございますが、よろしいでしょうか。
２　議　題
前回議事録の承認

（事務局）吉野補佐

· また、１１月上旬に本日の協議会の開催通知と合わせまして、事前にお送りさせていただきました「第４回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）」につきましては、内容には変更はございませんが、委員の指摘に基づき、文言修正を一部行ないました。本日、配布いたしました議事録につきましては、修正いたしました議事録になっております。事務局からは以上です。

（宗澤会長）

· 突然恐縮ですが、資料会議等の公開についてさいたま市で変更があったと思います。速やかに公開するということに変更になりませんでしたか。

· 従来は次の委員会で承認をしてから公開という形になる。速やかに公開という形になった。９月以降、まずは会長または委員長の承認で公開してしまうという形になったと思います。そのことについて担当課で確認をお願いいたします。

（宗澤会長）

· それでは、次第に添いまして議事の進行をさせていただきたいと存じます。まず、前回の「第４回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）」につきまして、協議会としての承認を求められておりますので、これにつきましては、更なる修正等のご意見がなければ、議事録については承認することといたしますが、よろしいでしょうか。
· はい。それでは承認いただきました。

支援指針について
（宗澤会長）

· それでは、本日の議題の１に移りたいと存じます。議題の１番目の「支援指針」について、事務局から、説明をお願いしたいと存じます。
（事務局）吉野補佐

· それでは、支援指針について説明させていただきます。お手元の資料１の「さいたま市障害者相談支援指針」及び資料２の「支援指針の変更点について」をご覧ください。

· まず、支援指針の変更点について説明いたします。第４回の協議会の後に、支援課及び支援センターにおいて、それぞれ支援指針に関する協議を行いました。その結果を受けて、本日お配りしております資料２のとおりに変更させていただきました。資料2に記載している順に説明してまいります。まず、この支援指針が支援課と支援センター共通の指針であるということ考慮し、第１部構成を支援課の役割、第２部支援課ケースワーカーの基本的態度、第３部障害者生活支援センターの役割、第４部各行政機関の役割、第５部サービス調整会議の役割と機能、第６部障害者の就労支援、第７部様式集に変更いたしました。各機関の役割などを最初に持っていき、障害者の具体的な支援方法・様式集の順に構成しました。また、目次を新たに作成いたしました。

· 支援指針の７ページ「（４）支援課での記録方法」を御覧ください。支援課との協議を受けて、「支援課の記録方法」を変更いたしました。まず、記録の意義を、「記録は、利用者によりよい支援を行なうために必要不可欠なものです。ニーズの客観的、総合的な把握・個別理解、また、的確な分析や援助目標、方針を決定するために欠かせません。」とし、追加いたしました。また、「フェイスシート・アセスメントシートを使用する対象者を、関係機関への紹介や調整が必要な場合。施設から退所したり、病院を退院したりするなど地域移行を行う場合。障害福祉サービス等を利用する意志又は可能性がある場合。その他必要な場合。（原則として、在宅において生活している18歳以上の障害のある方を記録の対象者とします。但し、問題を多く抱えている利用者などはこの限りではありません。）」と変更いたしました。フェイスシート・アセスメントシートにつきましては、来年度から順次使用を開始していく予定であります。

· 続いて、１３ページ「オ　モニタリング」を御覧ください。見守りについては、支援センターが主体に行なっているため、「さいたま市の場合は、支援課が障害者生活支援センターと協議した上で、連携しながら、その後の見守りを行うこととする。」と変更いたしました。

· 続いて、１４ページ「（５）緊急時の対応」を御覧ください。内容に大きな変更はございませんが、資料2のとおりに文言の整理を行ないました。

· 次に、２１ページ「具体的な支援方法について」を御覧ください。具体的な事例が少ないという指摘がありましたので、支援課窓口におけるケースワーカーとしての基本的な姿勢が伝わる4事例を記載いたしました。70歳の身体障害者が施設入所の相談に来たケース、障害により離職した方が、訓練施設の紹介に来たケース、失敗が続く就労に関する相談に来たケース、家族への暴力がひどく、その支援を求めに来たケースを記載しております。

· 次に、２５ページ「障害者生活支援センターの位置づけ」を御覧ください。前回提示した指針では、「障害者生活支援センター」の位置づけが明確になっておりませんでしたので、ここにセンターの説明・設置根拠を記載することで、位置づけを明確にさせました。

· 続いて、２７ページ「相談支援の進め方」を御覧ください。こちらでは、図を追加し、説明をわかりやすく変更いたしました。

· 続けて、３２ページ「障害福祉関係機関によるネットワーク構築」を御覧ください。こちらも同様に、図を追加し、説明をわかりやすく変更いたしました。また、次ページ、３３ページの「（３）サービス調整会議の活用」ですが、前回提示した指針では、ここにサービス調整会議における検討事例を記載していましたが、削除し、「第5部　サービス調整会議の役割と機能」へ移動いたしました。
· 次に、３９ページ「４　その他の社会資源の活用」を御覧ください。前回提示した指針では、ここに「障害者生活支援センター」も記載されていましたが、「第3部」で障害者生活支援センターについて詳細を記載していることから削除いたしました。なお、ここで使われていた説明文は第3部で活用しております。

· 続いて、４１ページ「機関連携の具体例」を御覧ください。こちらも具体的な事例が少ないという指摘がありましたので、連携を行なう際の参考となるように、連携が必要になる困難事例を１事例、記載いたしました。

· 続けて、４３ページ「情報の収集」を御覧ください。支援課との協議の中で提案があり、この項目を追加いたしました。「日頃よりインターネットを活用し、社会資源について情報収集を行なう。また、厚生労働省のホームページやワムネットを閲覧し、制度改正について確認をする。ワムネットにおいては、国の課長会議の資料等が掲載されており、非常に参考になる。財団法人テクノエイド協会のホームページで、補装具や日常生活用具についての情報を収集する。」とし、厚生労働省・ワムネット・財団法人テクノエイド協会のＵＲＬを記載いたしました。

· 次に、４７ページ「（４）調整会議の議題　③その他」を御覧ください。支援課から提案があり、サービス調整会議のその他の議題を、「支援実施後のケースの状況確認や新しい課題の発見・地域の福祉サービスや社会資源についての情報交換など。」に変更いたしました。

· 続いて、４９ページ「（７）サービス調整会議の具体的活用」を御覧ください。前回提示した指針では、この項目は「第３部　障害者生活支援センターの役割」にございましたが、サービス調整会議の活用方法は支援課・支援センター共通であることからにこちらに移動させました。
· 次に、５５ページ「共通の様式について」を御覧ください。ここでは、「様式集」に関する簡単な説明を追加いたしました。

· そして、最後に、７２ページ「相談受付台帳」を御覧ください。前回の指針で提示した様式が、以前使用していたものであったため、現在使用している様式に差し替えを行ないました。

· なお、今回お配りした指針と資料２には、反映できておりませんが、もう一点、変更点がございます。１９ページ「家庭訪問の基本（４）留意点」を御覧ください。この中の例に、「道に迷った際に、市職員とわかる格好にも関わらず、近所の方に訪問先までの道を尋ねる」という例を加えます。支援指針の変更点につきましては、以上でございます。
· なお、事務局として、この支援指針は完成して、終わりという類のものではなく、この指針がいかに生きたかたちで使われていくかということが非常に重要であると考えております。来年度からはこの指針を使用し、障害福祉関係新任職員研修を行う予定でございます。また、指針導入を機に研修体制を見直すことも必要と考えており、参考資料として、「さいたま市障害福祉関係新任職員研修体制」を表にしたものを用意いたしました。本日の協議会では、ただ今説明いたしました、指針の変更点についてだけでなく、来年度以降、この指針をいかに活用していくか、いかに支援課や支援センターに浸透させていくかという点もご議論いただければと考えております。事務局からは以上でございます。よろしくお願いいたします。

（宗澤会長）

· ありがとうございました。それでは、ただ今の支援指針の変更に関する説明に関しまして、何かご意見、ご質問ございますか。事務局から最後にご説明ありましたように、これからの活用、法制度等の変更を含めて、常に改善しつつ使っていくという説明がありました。本市では条例づくりも進んでいることもあり、色々な新しい動きの中で、付け加えたり、あるいは削除したりする部分は今後の動きの中で出てくると考えます。ひとまず新任職員教育等の充実を睨みながら、生活支援センターや支援課の連携や協働がより進展する方向性を睨んで、まずここから出発するものとしてお受け止めいただければと思います。それではいかがでしょうか。

（増田委員）

· 施設の関係者で集まっていると、よくショートステイの問題が出てくる。「ショートステイを利用したい。」というのは緊急の場合が多い。だいたいがリストを渡されて、最初から電話をかけていく形になる。今回、支援課の記録方法では、例えば今本当に困っていて、「明日からお父さんが入院しなければいけない。」など、そういう緊急的なことに関しても、アセスメントシートを支援課が作って、リストの紹介だけで終わらないようになっていくということなんですよね。そこが、今なぜできないのか、ということと照らし合わせると、本当に支援指針で解決していくのかどうか。たぶんすごく忙しい支援課の実態だとかがあって、困難なことがあるのかと思うと、本当に解決していくのか。そこがどういう風に支援指針が生きていくのかというのが疑問に思った。

· これはこれからの課題だと思うのですが、さいたま市が共通の様式を作っていて、それは支援センターの水準を平準化させていくためにもとても良かったと思うが、今、これからの課題としては就労支援があり、今回紹介されているのは国のリストで、私は就労移行のためにこれだけでいいのかとても疑問に思っている。できれば相談支援のところで、もう少し就労に特化した内容のアセスメントシートをつくって、「なんちゃって就労移行」がこれ以上広がらないような就労の部分の整備もさいたま市全体で必要だと感じました。支援指針は目を通せなかったので、ざっと報告を聞いただけだが、その２点が気になりました。
（宗澤会長）

· 増田委員からご指摘があったのは、５３ページ。就労支援にかかわるチェックリスト。いくつかの場面でこれが活用されていっていない事例は私自身も体験している。この協議会だけの課題ではなく、条例要綱（案）の中で就労支援システムを充実させていくという主旨の文言が入っている。これは本格的に今後検討すべき課題として確認しておきたい。ひとまず「なんちゃって就労移行」というのは雰囲気で、「この人なら大丈夫だろう。」というような感じで押し切ってしまうというのはないように。それからこのチェックリストは就労のところに簡単に入っているが、最後に共通の様式でのアセスメントシートも入っている。ひとまずあわせてやって頂くというところから、「ちゃんとアセスメントしなければいけないんだよ。」という趣旨を体得してもらうことからまずは始める。そして今後の課題としてご指摘の点を受け止めていくということで、私は理解しています。

（増田委員）

· 就労はこれからだと思っているのでそれでいいと思います。

（山本委員）

· 書いた責任者の立場から。５３ページだけで全部できるというわけではありません。これはあくまで指針ですから、やはり見方をどうするか。それからもっと具体的なことを言うと、「就労の相談に来た方に対して、どこをポイントで面接をすればいいか」ということが現場はわからないということもある。真ん中あたりに「ケースワーカーがポイントを理解しておくだけでも面接は充実したものになる。」と書いてありますように、主旨としてはそこの部分を大事にしてほしいと思っている。そこから先は総合支援センターが支援していくことになると思います。趣旨としてはそういう趣旨で。

（齋藤（香）委員）

· フェイスシート、アセスメントシートは生活状況全般的に網羅される形にかなり詳細になっていくのは、相談の窓口を充実させていく上で大切なことだと思う。４９ページに、サービス調整会議を活用する際に、該当事例についての判断基準が「こういう事例を出しなさい。」ということが書いてあります。傾向として、それを見て各支援課や生活支援センターの担当の方が判断されて提出されるということで理解してよろしいでしょうか。その具体的な事例を出す経過みたいなものがあるとしたら、これを見て個々に判断するということでよろしいでしょうか。

（宗澤会長）

· ４９ページの冒頭の１行に「以下の場合などが考えられる」ということで判断基準が出ている。つまり厳密にこの判断基準を運用するのではなく、一応例示的判断基準があり、これに類されるものと判断される時に、サービス調整会議を活用していくという方向性は述べられているというように私は受け止めたのですが。
（齋藤（香）委員）

· それを個々の担当者が判断するのか。アセスメントシートを作成し、その上で相談をした担当者が、必ずこの判断基準をみて、サービス調整会議でこのケースは妥当かという判断を個々にするのか。フェイスシートとアセスメントシートを詳細にはつけるというのは、相談の内容がかなり複雑化している中で担当者のご苦労もおありだと思いますが、その中でどのようにサービス調整会議に出す事例を判断していくのか。判断基準は載っているが、個々で判断していくのか、それともフェイスシート、アセスメントシートに関して職場内での共有をどのようにしていくのか。それを検討されていくのであれば教えて頂きたい。もしそういうことではなく、一応「これを書くことから始めよう。」ということでしたら、サービス調整会議に提出される際の判断が個々で、アセスメントがある度に網羅的に書いていくとなると量がある。緊急度のチェック項目はない。全体的な状況をわかるためのアセスメントシートだとは思うが、緊急性や複数の職員で検討が必要な事例であるということを判断するアセスメントシートになっていないのではないでしょうか。
（宗澤会長）

· 私から説明してよろしいでしょうか。アセスメントシートの中に緊急度を書く欄は設けてあります。支援状態と緊急度という欄がある。アセスメントシートは、例えば緊急度の高いケースを前にして、こんなのを全部つけているなんてあり得ない。つまり、その周辺部分で今とにかくその方が緊急に困っているというところを中心にチェックがされる。もちろん全部は書かれていなくても、ケースバイケースだと思う。個々の支援者の判断ですぐにサービス調整会議を開かないと駄目だという場合には、支援者個人の判断からサービス調整会議に進んでいくということもあるでしょう。また、話を聞きアセスメントをした上で、どうも支援にあたった方がひっかかるということで、職場で共通認識を持つための話し合いを持ち、職場の意思としてサービス調整会議に進んでいく場合もあると思う。いずれにしても、判断基準をイメージしてもらった上で、アセスメントシートを全部つけなければサービス調整会議に進めないというようなことを想定しているわけではありません。
（齋藤（香）委員）

· 私が気になりましたのは、必要なケースがサービス調整会議に提出されるという仕組みが確保される、もしくは資質として職員に研修などを通じて確保されるような体制が必要だということ。それがきちんと機能しているかどうか。もし個々の判断でアセスメントシートを使ってもサービス調整会議に提出されていないような状況があった場合にどのようにしていくのか。そういったことについて今後支援指針を見直すあたりで形作っていく必要があるのではという意見です。かなりのボリュームをお作りになられ、大変なことだと思います。活用していく中での今後の変更点というところに、適正なサービス調整会議の運用や必要なケースが挙げられるようなことが、仕組みとしても個人の資質としても確保していく体制が必要だと思う。

（宗澤会長）

· ありがとうございました。今後の課題として受け止めさせていただきたい。
· 私から事務局に１点。かねてより要望として出させていただいたかと思うが、要するにこれが支援課や生活支援センターでお蔵入りしないために、この文章の性格を公的な性格を持つように、そのあたりの手立てや工夫についてどうなっているのかご意見があれば。

（事務局）小暮主任

· こちらにつきましては、条例の中に組み込んでいます。「指針に従い相談支援を行う」という１文を加えているのがまず１点。もう１つ、これ自体は、要望通り、局長もしくは市長決済のもとに公的な文書とし、４月１日以降これに基づき支援を行うという形にしていきたい。
（宗澤会長）

· わかりました。

（山本委員）

· ２１、２２、２３ページと生活支援センター部分・４１ページの５機関連携の具体例に、事例が出てきていますが、事例のまとめ方が少し違うと感じた。４１ページの事例は課題整理、機関連携があり、支援方針の決定がある。２１ページは相談する時の聞き方、態度など基本的なことになっている。これは意図があるのかどうか。あるいは支援課のワーカーさんから見た時にわかりやすいのはどちらというイメージはあるのか。

（事務局）小久保主事
· ２１ページは窓口を受ける時の基本的な態度がわかるような形の書き方を載せました。４１ページは連携のプロセスを重視して載せました。同じ具体例だがニュアンスが変わってきている。意図としてはそういった意図として載せています。
（宗澤会長）

· 私も読んだ時に、２１ページは基本的な態度のところなので、「こういう視点が必要だよ。」「アセスメントは大事なものだよ。」「隠れたところに色々な困難があるかもしれないんだよ。」といった基本的な態度として必要な視点を注意喚起するような事例の書き方になっていると受け止めました。
（山本委員）

· これは見直しの中で事例を増やしていくとか、修正等も入っていくのか。

（事務局）吉野補佐

· 今日こういう形でみなさんにお配りしていますが、製本してしまうと変更ができないので、ファイル形式にしようと考えています。

（宗澤会長）

· ただ加除式のメリット・デメリットがあるということは考えておいてください。というのは、生活支援センターと支援課で変わったところを入れ替える作業は結構面倒。除くところと足すところを間違えてファイリングしてしまう可能性もあるので、時と場合に応じて付け足したり、修正したりしていくという必要性から加除式を考えていくということに反対ではありませんが、加除式にすることのデメリットもあることも踏まえて今後のあり方を工夫していただきたい。

（斎藤（な）委員）

· 今後も柔軟に変更していくということでよろしいですよね。その上で確認だが、９ページ。「ケアマネジメントの基本理念」のところで現時点ではこれでいいと思うが、条例が成り立って浸透していく時に、条例の精神や観点が反映できるような文言も必要かと思います。条例の時に「障害者は責任がある」というような表現が出てくる。「責任ある個人」「自覚し」というように、障害当事者が頑張る義務を負っているようなニュアンスがある。これも公開されて当事者やご家族が関心を持ってご覧になる部分だと思うので、そういう観点も条例と重ねて考えていく必要がある。
· ３９ページ。「医療機関との連携」のところでとりわけ困難な課題をたくさん持っている事例等の場合には機関の連携がまずとても大事なことだと思う。３９ページの「その他の社会資源の活用」のところで障害福祉サービス事業所と地域活動支援センターという本当に具体的に日常に密着して障害のある方や家族を支える資源と、ボランティア団体や家族会が並列でいいのかということが気になった。とりわけ調整会議などでは、支援を提供する施設や事業所はかなり密接に関係が出てくる。実際は具体的に支援を提供するところがしっかり絡んでいかないと支えていけない。それとインフォーマルな部分までこういう並び方をするというのは、工夫の余地がある。
· ２８ページ。やはり条例との関係で当事者やご家族など多くの人の目に触れる。一般の市民の方も見られていくとした時に、支援展開の事例の②の矢印の下の２行目に「これまで活用していなかった居宅でのサービスを入れることを提案」とあるが、この「入れること」というのは業界用語だと思う。一般的には通じない。他にも何カ所か気になるところがある。一般の方が見た時の表現で検討した方がよいのでは。

· ４３ページ。「情報の収集」というところで、これは「非常に参考になる。」と敢えて強調されているが、ただ「参考になる」だけでいいのでは。実は、障害程度区分が４になった人に対して、ご家族や本人の意向に関係なく、ワーカーさんがお母さんに「区分が４出たのだから、入所施設考えた方がいいですよ。」と言われ、お母さんが「追い出されるのでは。」という恐怖感を持ったという話があった。「非常に」というのはどう「非常に」なのか気になった次第です。以上です。
（宗澤会長）

· 事例のところで業界用語が出ているのは、例えば２８ページは「サービス利用を提案する」というように見直し、点検して下さい。

· ４３ページの「非常に」というのは、全く見ていない人がいるので、「参考になるから見ようよ。」という気持ちから「非常に」という言葉が入っただけだと思う。だから誤解を招かないような副詞に変えていただければと思います。
（事務局）吉野補佐

· わかりました。

（増田委員）

· 文章をみてみると、「障害者は」、「利用者は」、「相談者は」とそれぞれ主語があるが使い分けされているのか。

（事務局）吉野補佐

· 統一します。

（宗澤会長）

· 統一というより、その時の文脈に適した使い分けができているかを点検下さい。

（齋藤（香）委員）
· ３１ページ。「障害がある人や家族の継続的な支援」というところで、「（モニタリング）」と付け加えて書かれている。相談支援については傾向を把握するというような意味合い以外にも１回の相談で確認がとれなかったことをご家庭に出向いて、きちんと問題の詳細について生活状況を把握しながら確認していくという過程や関係づくりの相談もあるし、モニタリングをすることではないことも含まれる。なくてもよいのではないか。モニタリングというような書き方をされてしまうと、事業を実施しているものが経過をみているというような見方の印象も受けてしまう。受け取り方の問題だが、この語句を入れた方がいいのかは気になった。

（宗澤会長）

· ２７ページの相談支援の流れのところで簡単に図示されている「相談」→「アセスメント」→「支援方針・計画の策定」を受けて次に「モニタリング」が出てくるという流れになっている。この順序通りに一応書いているわけですね。ところが、２７ページのこの図のちょうど真ん中あたりに、この全体が「継続的な支援」だと書いている。ところが４のところでは「継続的な相談支援（モニタリング）」としてしまっているから今のようなご指摘が出てくるのだと思います。ここはご指摘どおりに矛盾を感じる場合も出てくるので、もう一度検討していただけますか。

（事務局）

· はい。

（齋藤（香）委員）

· 矛盾を感じるところの誤解のないようにお願いします。

（齋藤（香）委員）

· 関係機関の連携の状況や行政機関の役割についての記載があるが、
· ３７ページと３３ページの「本人のニーズに基づき、安心した地域生活を実現する」という図があるが、その中で各機関の担当者はご覧になっているのか。例えば私はここの保健所（精神保健課）のところで、「精神保健に関するさまざまな相談を精神保健福祉相談員・保健師等が行う。」となっているが、さいたま市では、精神保健福祉士と保健師が一般的。また、保健センターの業務内容について担当部署はご存知なのか。
（宗澤会長）

· ご指摘の主旨をいま一つつかめない。まず３７ページの保健所のところですが、精神保健福祉相談員という呼称自体がさいたま市に馴染まない呼称になっているのでしょうか。何にすればいいのか。
（齋藤（香）委員）

· 具体的な言い方としては、精神保健福祉士に。
· 保健センターや他の障害者更生相談センターの障害福祉関係の業務内容では、「保護者のない精神障害者の医療保護入院の同意に関すること」という記載の仕方があるが、それについてはもしかして何かを転記されたのか。
（山本委員）

· 市の事務分掌規則に載っているものをそのまま載せた。事務分掌規則というのは、市の組織があり、組織の中でどのような仕事をするのか決めているもの。その規則の中にこの文言が載っている。
（齋藤（香）委員）

· そのまま載せたというように説明すればよいですか。
（山本委員）

· ここに書かれていることを、例えば課がやっていないと言われると・・。
（齋藤（香）委員）

· やっていないわけではない。
· 相談支援のシステム図の中には今やっていないこともあったりする。どうなのかなと思った。関係する機関の方がこの内容について把握していらっしゃるのか気になった。３３ページの中に保健センター等が書かれ、役割が例示されていますが、こういうような書き方で載ることについてご存知なのかが気になった。
（宗澤会長）

· すみません。趣旨が受け止められない。具体的な問題があり、例えば３３ページの例示の仕方の内容に問題に感じられる具体的なことがあり、そのことのご指摘があれば分かるのだが、３３ページの例示がそれぞれの機関の人たちがこれでいいのかとご心配になられても議論のしようがない。
（齋藤（香）委員）

· 具体的な内容をこの会で話し合うのは難しいと思う。保健センターのところで「健康状態に応じた訪問指導」と書かれているが、３７ページでは「精神保健に係る一次相談に関すること」とある。この場合、５０代の女性の方に対して、保健センターが健康状態に応じた訪問指導が必要だということだと受け取ったが、これだけをみると、保健センターは何の健康状態かわからないが、一方３７ページでは「精神保健に係る一次相談に関すること」とある。この健康状態の方はいったい何なのか。行政機関の中の相談支援のあり方になってしまうので、深くはここで話し合う内容ではないが。
（宗澤会長）

· ３３ページの例示は３２ページの下の事例内容についての図ですよね。「高次脳機能障害」というのがあって、３３ページの「健康状態に応じた訪問指導」というのは、そういうことを念頭に置いた訪問指導だろうというようになっているはずなのですか。

（齋藤（香）委員）

· この場合、保健センターは「健康状態に応じた訪問指導」ということで、３７ページでは「精神保健に係る一次相談」も入ってくるということで理解するということであれば結構ですけれども。
· ここで、こういう載せ方をしたということについてもご了解を得ることも一方で必要ではないか。
（宗澤会長）

· ３２ページ、３３ページは例示。３２ページの事例に対しての機関連携のサービス調整会議のイメージ図ですよね。３７ページはあくまでも市の事務分掌からの引用ですよね。

（齋藤（香）委員）

· ただ相談を受けたときの連携の取り方をここで相談に乗った方がイメージできるということが支援指針の１つの目的であるとすれば、たまたまここに載っているのがこういう健康状態の事例で・・。
（山本委員）

· 事務局に提案だが、ある程度の段階で関係機関に「こういうようにまとめていますよ。」というご報告だけでもしたらどうですか。
（事務局）吉野補佐

· わかりました。

（齋藤（香）委員）

· 保健センターだけでなく、在宅課の支援センターの代表機関もありますので、「こういうものがこういう形であります。」というのも、手間がかかりますが先々連携をとる上で共有しておいたほうが、連携をとりやすくなると思う。
（山本委員）

· 内容としては迷惑をかけるようなものはないのでとりあえずご報告だけでも。

（事務局）吉野補佐

· 正直なところ柔軟的に考えていた。あえて例示を載せることについて１つ１つ了承を図ることはしていなかったが、そういったご要望があるということでしたら、「こういうものをつくりました。ご指摘があれば。」という形で流したいと思います。

（岡崎委員）

· 事務分掌については、この場の修正は構わないのか。それとも手をつけないほうがいいのか。例えばこのように「見て下さい。」と言われた場合、少し指摘していいのか。迷ってしまう。
（事務局）吉野補佐

· 事務分掌は、我々はいじれない。もし現実と違うのであれば、事務分掌でないものを載せるしかなくなる。

（岡崎委員）

· 事務分掌に対して意見を言っていいのかは迷ってしまう。そういったことがあり得るのか。
（宗澤会長）

· それは相談指針自体を公的な性格として保つための形式用件としては事務分掌通りにするしかないと思います。

（平林委員）

· 私もこの中身を全部読み込んだわけではないが、ざっと見た感じだけでは、例えばこの最初の面接において２１ページからの「避けるべき対応」等を見て、これを参考にして、学んでいただき、窓口の支援課の職員にこれをしっかり体得していただき、業務にあたっていただければ、随分相談しやすくなるだろうなと当事者として考えるわけです。これは今これからどう実践していくかという問題だが、実際に私が相談員をやっていると、全区の支援課の他意はなくてもちょっとした心ない一言で相談に行った人が「あそこ行ってもしょうがない。」と思われるような打撃を受けたのだと思われる事例があり、私のもとに相談にくる。実際には役所では人事の問題があり、「分かっていただいた。」と思った頃に他の職場に行ってしまうというような繰り返しが私達としてはあった。それをどういう風に担保できるのか。この２２年度の研修体制をみても、これで実際にどのくらい、やらないよりはいいが、どのくらいそういうことを各担当と職員が分かっていただけるのか。人事の面でも相談支援をする人というのはある意味でいうと専門職です。そういう市の専門職という感覚を養ってこないと、なかなかちゃんとした相談支援ができないという感覚があると私は思う。そういった意味では、やっぱり専門職としての分野での異動をやってもらいたい。というのは一番大きく感じたところです。それは我々の会議でどうこうできる範疇できる話ではないし、障害福祉課がどう頑張ってみても難しいところだと思うが、そういうところがどうなるのかを懸念している。要するにせっかく関わってこられた担当者の方が一生懸命、理想に燃えて、障害者の方の立場も理解し、作っていただいた指針が条例と同じで絵に描いた餅に終わらないようにするためにはどうしたらよいか。どう位置づけたらいいかはすごく大事だと思う。
（宗澤会長）
· これは平成２２年度の研修体制ですから、２３年度以降はこれに基づいて充実させていくという趣旨ですよね。
（事務局）
· はい。これはお恥ずかしい面もあるが、２２年度まではこういう形でやってきた。２３年度からは皆様からご意見をいただき、こういう支援指針ができたことで研修を加えていく。
（宗澤会長）

· これは、事務局は言いにくいだろうが、反省材料だと。

· もう１つは、相談支援指針は支援者だけの目の触れるものではない。地域の当事者の方にもできる限り周知していくという趣旨から言うと、研修を充実させることと合わせて、「これがさいたま市の基本なんだ。」ということが地域の側に周知されることにより、理想に燃えていない人にも徐々に火がついていく。そんなことも含めた活用・運用の工夫の充実を来年度以降、知恵を絞っていきたい。

（平林委員）
· 初任者研修だけでなく、現任者研修もやるべき。窓口は本当にお忙しいと思う。その中で研修をきちんと受けられるような担保がどうとれていくのか。しっかり予算を用意してもらうしかないかなと思う。人の配置の問題もある。これは、条例のパブリックコメントなんかでもやるべきだと思う。

（宗澤会長）
· ぜひ障害関連予算の大幅拡充を。

· 他にいかがですか。それでは来年度以降、平林委員からご意見ありましたように、活用・運用の方策を皆さんで知恵を絞って臨んでいくということを確認していきたい。支援課・支援センターに浸透させていくと共に、実際の支援に生きていくということがとても大事なことだと思います。基本的な目的に即して着実な運用・活用に進めていく。
相談支援充実・強化事業について

（宗澤会長）

· それでは、本日の議題の２に移りたいと存じます。議題の２番目の「さいたま市相談支援充実・強化事業」について、事務局から、説明をお願いしたいと存じます。

（吉野補佐）

· それでは、さいたま市相談支援充実・強化事業について説明させていただきます。お手元の資料３の「さいたま市相談支援充実・強化事業について」をご覧ください。こちらの事業につきましては、前回の協議会の最後に事務局より簡単に説明させていただいた事業でございます。地域で孤立している障害のある人への訪問活動、またその活動を通して、支援体制の検討を行うという事業になります。本事業は、障害者生活支援センターへの委託事業であり、コーディネーター連絡会議の調査研究委員会が中心となり、取り組んでいるところでございます。本事業の目的は、「各区の支援課と障害者生活支援センターが中心となり、訪問活動を行い、社会とつながりがなく地域で孤立している障害のある人や家族の実態を把握する。その上で、さいたま市で不足している社会資源や支援体制の課題を明らかにする。また、支援課と生活センターの連携の質をより高め、障害のある人の安心・安全な地域生活を保障する支援体制を構築する」ということにございます。また、本事業が想定している対象者は、支援課や生活支援センターが日常のケースワーク業務の中で把握している地域において孤立している障害者になります。想定される対象者としては、福祉サービスの利用を勧めるが、本人が拒否をしている。精神科を受診しているが、服薬が中断しており、自宅にこもりがちとなっている。重度の障害があるため、家族が抱え込まざるを得ない状況となっている。障害者自立支援法施行後、施設等を退所している等が考えられます。本事業は、厚生労働省のひきこもり対応ガイドラインでいう、「ひきこもり」の方ではなく、あくまで、支援課や生活支援センターが把握していながら、支援につながっていないという方を対象としております。

· 続きまして、実施方法をご説明いたします。まず、第1に、各区の支援課及び障害者生活支援センターが、本事業で想定している対象者を抽出し、それぞれ「相談支援充実・強化事業対象者リスト」を作成いたします。これを障害福祉課にて、とりまとめを行い、完成したリストをコーディネーター連絡会議の調査研究委員会に提供します。この調査研究委員会に提供された「さいたま市相談支援充実・強化事業対象者リスト」は、本日参考資料として皆様にお配りしています。なお、このリストにつきましては、協議会終了後、回収させていただきますの、あらかじめご了承ください。第2に、支援課・障害者生活支援センターで打ち合わせ会議を実施し、各区1ケース以上訪問活動を強化する対象者・事例を選定いたします。その後、支援課と障害者生活支援センターが中心となり、訪問活動を行い、アセスメントや支援方法について検討を行い、支援を行なっていきます。必要に応じて、サービス調整会議を実施することも必要になります。平行して、コーディネーター連絡会調査研究委員会では、各区の個別事例及び本事業全対象者の傾向から、分析作業を行っていきます。分析作業から導き出された課題の整理、各区の事例の報告レポートの作成を行い、報告会を実施するという流れになります。

· スケジュールにつきましては、資料3のとおりになります。本事業の報告から、さいたま市の状況や社会資源と支援についての課題を明らかにし、コーディネーター連絡会、地域自立支援協議会につなげていきたいと考えております。
· 事務局からは以上でございます。よろしくお願いいたします。

（宗澤会長）

· ありがとうございました。続けて、三石委員から、「さいたま市相談支援充実・強化事業」の経過について、ご報告をお願いしたいと存じます。

（三石委員）

· 今までのコーディネーター連絡会議の研究委員会の取り組みの経過を報告させていただきます。それでは、引き続きお手元の資料３の「さいたま市相談支援充実・強化事業について」３ページをご覧ください。連絡会議のところで先程事務局から説明がありましたように、地域で孤立している障害のある人への訪問活動と支援体制の構築を図っていくということで、社会とのつながりがなく地域で孤立している障害のある人や家族の実態を把握して社会資源や制度、支援に対する課題を明らかにすることを狙いとしている。

· 実際には何ケースか支援課と生活支援センターで事例を共有して訪問活動を進めていく事例を今選定した段階です。これまでのところでは参考資料でリストにも挙げているが全支援課と生活支援センターで１４７人がリストアップされている。なかには本当に支援につながらず、ご自宅での生活が主になっていたり、家族が抱え込んでいたりという状況も確認されています。１４７名の中から実際に訪問活動をする事例を各区１事例選び、これから実際に支援課と生活支援センターで継続した訪問活動を進めていく予定になっています。残った１４７人の一覧表に関してはまだそれぞれの項目で一覧表にリストアップした段階ですので、これからそれぞれの分析作業を進めていくということになっています。１４７名の主な傾向としては、年齢は３０代が４１名いらっしゃる。３０代を中心に分布が山のような形になっている。障害種別をみてみると、約７割が知的障害、精神障害の方が占めている。実は手帳を持っていない方も少なくないという状況もみえている。単身世帯は少なく、親や兄弟と同居しているという事例も多い。ご本人だけでなく家族全体に何らかの支援課題があるという事例報告になっている。このような傾向がリストからみえてきている。支援課と生活支援センターで連携しながら訪問していこうということで選定した事例をそれぞれ各区毎に４ページに示させていただいています。触法を繰り返してしまっていたり、多機関で支援をしながらもなかなか進まなかったり、支援が継続していなかったり、本人や家族がかかわりを拒否して支援が途切れてしまうようなケースが比較的多くなっている。支援課と生活支援センターの連携と訪問事例についてはそれぞれこれから進めていく。
· 今後の予定としては、最後５ページになるが支援課と生活支援センターで訪問しながら支援していく一方で対象者１４７名の傾向や特徴を分析して整理していく作業を調査検討委員会で今後行っていくという段階です。あまりまだ進んでいない現状ですが、現段階での報告とさせていただきます。
（宗澤会長）

· ありがとうございました。ただ今の事務局及び三石委員からの説明に関しまして、何かございますか。
· 参考資料も含めて私が思った印象ですが、この最後の整理・分析のところでは、かなりちゃんとした枠組みになるよう持っていかないと、傾向的特徴だけを提出して終わるというところに終わってしまう危険性がある。三石委員をはじめとするコーディネーター連絡会議の調査研究委員会の皆様に強い期待を申し上げたい。議論する段階で、例えば山本委員のところを含めて整理するための枠組みをつくっていく作業・準備がいるかもしれないので、そこはいつでもお手伝いしたい。改めてこういう取り組みは大変貴重な事業だと思いますので、徹底的に年度末に向けてやったほうがいいですね。

（三石委員）

· 期間も短いですが、これだけのリストが上がってきているという重みもありますので、きちんとした分析と実際の訪問をしていくので、そういった実践の場面は今年度に限らず来年度につなげていきたい。

（宗澤会長）
· くれぐれも生活支援センターとこれにかかわっておられる支援者の方々に言うまでもないが、個人情報の保護は改めて注意喚起をお願いしたい。これは事業としてやっているわけですから、支援者各人がたとえ個人を特定できない形であったとしても、ここで知り得た事例をとにかく勝手にどこかで発表することのないようにそのような注意喚起もお願いしたい。

· よろしいでしょうか。

（増田委員）
· 事例がかなり深刻なので、継続して支援をしていくケースになっていくと思う。生活支援センターが定期的な介入をして支援をつなげていくにはそれなりの専門性が必要だし、支援者の力量が求められている。それに付け、生活支援センターの今後求められていく機能がすごく気になるというのが正直な気持ちです。海外では、精神障害者を１０人くらいのチームが１００人位をみていくという体制の中で地域生活が支えられている。一方、日本は何もない中で生活支援センターが矢面に立って受け止めていく。今日は、特にこうしてほしいというわけではないが、生活支援センターに求められていく役割がどんどん膨らんでいくことへの不安がある。でもそんなに、マルチにオールマイティーにできるというわけでもない。たかだか１人や２人の配置で、さいたま市のこの深刻な事態をどうやってノーマライゼーションに近づけていくかということはすごく深刻な課題だと受け止めました。

（宗澤会長）
· 自治体によって違うが、生活保護のケースに対して、ワーカーが１人あたり80世帯以下ということもあるかと思えば、160世帯を超えている実態もある。児童相談所のワーカーも１人120～130人もっている。この現状がある中で、前進に向かっていくための手立てというものにはよほどの知恵がいると私自身は考えている。そのためにもこの強化事業を通じて明らかにされる、「要するにこういう支援を組み立てなければならない。」ということを明らかにする作業を通じて、「だからこれだけの支援者サイドの条件がいる」ということを明らかにしていく。この一環として自立支援協議会では受け止めていきたい。
· 生活支援センターについては、あとでご報告していただく居住支援システムの問題もあるし、私自身の理解では、現在進行しているさいたま市のノーマライゼーション条例では、障害に関する規定が変わる。それから斎藤なを子委員からご指摘あったように、「障害のある人がまさに権利主体である」ということを条例などの公文の中で明言するというのは、わが国ではおそらく初めてでしょう。障害規定を包括的なものにし、「障害のある人が権利主体だ。」と当たり前のことだが言い切ってしまうというのは、障害のある人の地域生活とそれにかかわる支援の基礎的なルールブックの変更という性格を持っている。そして、それに関わる地域生活支援のための組み立て方や体制を考え、平成２４年度以降の新しいさいたま市障害者総合支援計画に反映させていくために、課題を洗い直し、もう一度生活支援センターを含めた改善課題をちゃんと議論しなければ駄目だと思っています。これは例えば相談支援充実・強化事業の中で明らかになった課題のみならず、条例含め、居住支援も含め、通常の相談支援を含む体制として今のままでいいのかということも含める。また、さいたま市には４区で障害種別に分かれた支援センターもある。これも条例がもし制定された場合、そのままでいいのかという課題もあると私個人は考えている。つまり様々な課題を洗い出し、充実させるべき課題をきちっと明らかにする、そういうステージに入っていると考えている。増田委員からいただいたご意見を決して見失うことなく今後の議論をつくっていきたいという風に考えます。よろしいでしょうか。
居住サポート事業について

（宗澤会長）

· それでは今私が発言してしまいましたが、居住サポート事業について事務局から参考資料の配布がありましたがお願いします。
（事務局）大塚主事

· 障害福祉課です。今、宗澤会長お話がありました居住サポート事業について、簡単ではありますが今時点での概要をお話させていただきたい。事業自体のおおまかな概略につきましては、先般ご説明申し上げている通り。今回は事業の具体例として参考までに資料を配りました。
· まず「居住サポート事業の概要」について。「（１）入居支援の具体例」でございます。①障害者が入居できる物件に関する情報提供。こちらはさいたま市の住宅課が実施しております入居支援制度を通じた障害者が対応する物件情報の所得です。②地域での生活を希望する障害者の相談支援。こちらは不動産の探し方のアドバイス等、日常の不動産に関する相談支援でございます。③賃貸住宅事業者等と利用者の入居契約支援。こちらにつきましては利用者と不動産業者の間の契約に関する付き添い等のサポートを想定しています。現在さいたま市の住宅課で行っております入居支援制度につきましては、障害者に対する斡旋実績はございますが、入居契約につながった実績がありません。それにつきましては物件紹介後の支援がないためと想定されています。そういった形で入居支援を行うことで障害のある方の地域生活への移行の支援につながるものと考えています。「（２）入居継続支援の具体例」です。こちらは入居支援で地域移行を行った利用者の居住に関する相談支援を受け付けるものでございます。日中に関しましては通常の相談支援の範囲内かと考えておりますが、２４時間必要な支援を確保する体制が必要であると考えておりまして、夜間に関しましても連絡体制、ネットワーク、そして万一の際の短期入所先の確保が必要になってくると想定しております。住宅の貸主や隣人への支援としても重要で、夜間等にも生活支援センター及び短期入所事業所がバックアップ先となっていることを賃貸の契約時に明示するだけでも賃貸借契約の促進に繋がるものと想定されます。

· つづきまして居住サポート事業の「対象者の考え方」について。こちらにつきましては、基本的には障害者を対象とはいたしますが、まず大原則といたしまして「（１）事業の主旨による制限」。市内に現住または今後在住を希望する障害者。現在施設入所中、あるいは入院中。医師や施設管理者により地域生活可能と判断（診断）されている。本人をさいたま市内での地域生活を希望している。入居先を探したが“障害を理由に”入居先が見つからない。こういった条件をお持ちの方が基本的な対象者となります。「（２）法制度上の制限」ですが、こちらは民間での不動産賃貸契約が伴うため、年齢制限といたしまして未成年者は事業の対象とならないと想定します。「（３）その他の懸案事項」。こちらは今後事業の詳細を精査していく上で検討していかなければならない課題です。まずは高齢者（６５歳以上）としましたが、年齢制限を含めどこにボーダーを置くかは議論だが、高齢の方の問題。そして、短期入所の利用を夜間行うことを前提という立場をとるならば障害程度区分の取り扱いをどうするか。そして保護者等の身近な支援者がいるのかいないのかということで対象者の範囲を狭めるのかどうか。こういった部分を対象者の範囲を議論していく上での懸案となっていくかと思います。

· 最後に本事業の「対象者となりうる障害者の人数」ですが、現在策定されております障害者総合支援計画で施設入所者のうち地域生活への移行を目指す障害者数として７３名という実績が掲げられています。また、平成２３年度末までに退院を目指す精神障害者数１０２名。合計１７５名の方がさいたま市内で居住サポート事業の対象者となりうる障害のある方の数となりますが、あくまでも前段の対象者等の考え方によりますと、内容の設計によりましては、利用者数はこの１７５名より僅少となると想定される。
· 現段階でのさいたま市障害者居住サポート事業はこのようなところです。よろしくお願いいたします。

（宗澤会長）
· これは皆さんからご意見を頂戴すればよろしいでしょうか。

· 私から質問です。対象者の考え方「（３）その他の懸案事項」の最後ですが、最初の２つは懸案事項としてわかるが、「保護者等の身近な支援者の取扱い」は何が懸案事項か。
（事務局）大塚主事
· 実際に家族との同居が可能かどうかで対象者を限定するかどうか。

（宗澤会長）
· 意味がわからない。つまり本人が民間賃貸住宅で自立生活をしたい。保護者と可能かどうかというのはどういうことで懸案事項なのか。

（事務局）大塚主事

· 実際に支援できるご家族の方がいる場合、２４時間居住サポート事業者がサポートする対象者として取り扱うことが適切かどうか。

（宗澤会長）
· それはかなり杓子定規なご意見ではないか。本日お配りした研究報告書にも書いたが、例えば北九州の居住サポートの実態で一番心配であったのは２４時間の支援の部分。北九州では居住サポートセンターというのをやっていますが、そこでは２４時間サポートを全部背負いこんでいるということはない。それはあり得ない。要するに、ある入居先の民生委員の協力をちゃんとつくるとか、バックアップの事業者を指定していくとか、そういうネットワークをつくった上で、ある時期、まだそういうあるお住まいの地域のそういうリソースパーソンがいない場合には、ひとまずサポートセンターの支援者が携帯電話で２４時間受ける。だからこの居住サポート事業を引き受けたところが全部２４時間するというわけではない。そんなことをやっていたら身が持たない。だから、そのことと「保護者等の身近な支援者の取扱い」というのはリンクさせるべきことでもないし、それから保護者等の身近な支援者がいるから支援する、支援しないというのは、条例の主旨からいっておかしい。法制度との関係で２０歳以上としているのだから、こういった理由でサービスの対象とするかしないかを判断するのは、おかど違いではないか。

（斎藤（な）委員）

· 地域移行を進めていくという趣旨がある。例えば知的障害の方で入所型の施設を理由されている方は、家族の中では大変な方があって、でも色々な力もあって、ご本人も自分の暮らしをつくりたいというのを後押ししていくのが趣旨であって、それをまた家族に２４時間とか、あるいは家族の同居が可能だというのを制限理由にするのが、それ自体が事業の位置づけとしてあり得ない。私もどうなのかと思う。

（宗澤会長）
· だから、ケースバイケースで家族が抱え込もうとしているわけでもなく、家族に過重な負担がかかるわけでもなく、アセスメントした時に、民間賃貸住宅で自立生活をする時にちょっとした補佐がご家族の方ができるという条件がある方はそれを生かしてもらうというのは支援を組み立てる時にあってもいいと思う。しかしながらこれを条件にするのは居住サポート事業の趣旨から外れてしまう。削除してもらいたい。

（事務局）大塚主事

· そのようにさせていただきます。
（増田委員）

· 対象者の考え方の５項目あるが、５項目のすべてに対応する人ということなのか。入所中または入院中でなくては駄目なのか。親御さんと一緒に暮らしているが、単身生活に移りたいという方は対象にはならないのか。
（宗澤会長）

· 全部が当てはまるという趣旨ではないですよね。
（事務局）大塚主事

· これは例示です。最終的には要綱に落としこんでいく。

（宗澤会長）
· だから「制限」ということが誤解を招く。

（増田委員）

· 例示であるとしたら、対象となりうる障害者の人数は全く意味がないですよね。

（宗澤会長）
· これはまさに役所として今の総合支援計画に載っているわけだから、参考として人数を出しただけ。

（増田委員）

· でもその後の注意書きでは対象者の設定によっては人数が少なくなるとあるが、現場の感覚としては少なくなるわけがない。
（宗澤委員長）
· これは進めたいという気持ちから、「そんな負担はない。」と言っているだけ。要するに「事業の趣旨による制限」ということが誤解を招きやすい。それから、最後の対象者の人数はあんまり意味のないものとして、とりあえず今出せる具体数としてはこれしかない。実態としては全くわからない。

（増田委員）

· わからないことをこのように書かれては、ここにロックされたような印象が強い。

（宗澤会長）

· 障害者総合支援計画上の参考人数、この程度の表現はいかがでしょうか。

（斎藤（な）委員）

· 対象者の考え方「（１）事業の趣旨による制限」の３番目。「医師や施設管理者により地域生活可能と判断（診断）されている」というのはとてもひっかかる。本人が「自立生活をしたい。」というところを支えていくのが趣旨であって、地域生活が可能な基準というのは何かあるのか。

（齋藤（香）委員）

· お医者様は、地域生活可能かどうかという診断はされない。退院できる・できないは判断すると思うが、この表現は語弊があると思う。
（宗澤会長）

· これは入れなければまずい項目ですか。

（事務局）

· いえ、そんなことはありません。

（宗澤会長）
· ではとりましょう。要するに施設入所中、あるいは入院中で本人が希望した場合というだけでよいのでは。要するに、周囲から「お前、地域へ出て行けよ。」というように誤解されやすいような文章はやめましょう。

（増田委員）
· 「通常の相談支援の範囲内だが、２４時間必要な支援を確保する体制」とあるが、矛盾しているような気がする。支援課は２４時間の支援は確保できるのか。

（宗澤会長）
· 居住サポート事業ですから、支援課は関係ないのでは。

（増田委員）

· では、誰が確保するのですか。
（宗澤会長）
· 居住サポート事業の事業者です。

（増田委員）

· そこが２４時間支援を確保する体制をつくるということですね。
（宗澤会長）
· そうです。これは居住サポート事業の要件です。要するに、ほとんど９割以上の場合、入居者が急病の時に対応するということになっている。だから、そのための居住サポート事業の事業者が２４時間走り回らなければならなくなるという心配があったから実情を聞いてきた。そんなことをしているところはない。やむを得ないケースについては、入居先周辺で緊急時の体制がつくれない人達を受けているが、基本的には入居先周辺で緊急時の対応がひとまず行われる。そこから居住サポート事業の受け手に後で連絡が入るという仕組みをつくっていました。
（増田委員）
· そうすると、どこかの事業者が２４時間３６５日の体制をつくることとは違うのか。

（宗澤会長）
· ただ３６５日というのは連絡体制としてはいるとは聞いています。それの具体的な運用の仕方や仕組みは今後の課題に当然なると考えます。

（増田委員）

· ショートステイ事業を単独型でやる時に夜勤か当直かで非常に職員配置体制が変わる。そういうことを考えるととっても２４時間体制なんてやれないという実感がある。

（宗澤会長）

· 申し訳ないが、やるためにはどういう工夫が必要なのかという点でこの協議会では意見を求めたい。居住サポートは必要な事業。これをやるからには２４時間のサポートは必要。これを事業者の過重な負担に帰結させることなく、どのようにしてこの事業を実現していくのか。そのためにこの研究報告書も私はつくったし、そのことが今後の検討課題だと思っています。そこで、ショートステイを例に挙げられて、とてもできないとここでおっしゃられて、この協議会としてはどう受け止めればいいのでしょうか。

（齋藤（香）委員）

· 事業者に、市民にとってどういう体制が必要かという検討ができる場として自立支援協議会が機能した上で、実際に市内で運営していらっしゃる事業者が実施可能な方法はどういう方法なのか、どういう方向だったらできるのか、そのために必要な人員の配置や、もしかしたら最小限のところでやらなくてはいけないのか、実際の事業の運用に関しては実務のところで行政と事業者のやりとりになってくると思う。
· 「２４時間必要な支援を確保する体制」という書き方については、例えば「電気がつけられないから来てほしい。」といった相談も割合多いと聞いている。そういう身近なところのちょっとしたところで「来てくれれば助かった。」というところを、地域のつながりの中で支援をしていくような仕組みをつくっていくことも必要でしょうし、そういったことも含めて相談支援事業者さんに担っていただく必要のある部分はどういうことかを考え、さいたま市で展開されている事業者ができないということであれば、どういう風な形をとっていくべきなのか、他の事業者と連携をとっていけばいいのか、そのあたりの知恵を考えていくことが必要なのかもしれない。
（宗澤会長）
· 今おっしゃったように例えば、「電気をつけられない。」とか入居された初期段階での不慣れなこと、まだその入居先に定着しきれていないことに伴う初期段階でのトラブルが一定期間過ぎたところでは、その入居先周辺の支援体制をつくっておけば大きな問題は発生しない。初期段階では「おやっ。」と思うようなことで連絡が入るということは伺いました。したがって、「２４時間必要な支援を確保する体制」というのは抽象的で具体的なものは指していない。試行錯誤しながら予め予想されるような問題については負荷がかからないような、実現可能な実施の仕方から入る必要があると思います。その上で具体的な課題、問題点が明らかになった段階でそれを１つ１つ対応していけるように議論したいと思うのですが。

（斎藤（な）委員）

· 「２４時間」というのを最初から謳わなければいけないのですか。「一様の支援を」ではいけないのですか。
（宗澤会長）

· 貸すほうがこれを条件にしてくるというのはある。
（斎藤（な）委員）

· ご本人に対してと大家さんに対してはポイントとなる。それを事業としてやっていく時に、慣れるまでは使い勝手がわからないから、色々と問題が出てくるだろう。最初に「２４時間」というのを標榜しなくてもいいのでは。実質的には何らかの連絡体制を確保するとか知恵を絞らなければいけないと思うが、２４時間ということを看板にするのはどうか。
（宗澤会長）

· これは形式要件だから、もしこれをちゃんと掲げなければ、居住サポート事業への形式要件がきちっとしていないから、当然お金の面も減らされることに直結すると思います。
（斎藤（な）委員）

· 要綱上はそういうものが必要かもしれないが、例えば不動産屋に対して契約をやっていくわけだから、その時に「こういう事業がつくからご安心ください。」というのをどんな風に説明するのかがイメージできない。その時に「２４時間のサポートがあるから大丈夫ですよ。」と言うことが必要なのか。

（宗澤会長）

· 必要な事業の説明だということです。そこを言うからこそ一般の民間賃貸住宅を利用でき、地域生活で自立したい人の可能性を広げていくというのがこの事業の趣旨。だから、そこを言わなければ、これまでのものにちょっと毛の生えたものにすぎない。

（齋藤（香）委員）

· 知的障害の方の生活の課題には精通していないが、精神障害の方の支援からの発想となりますが、２４時間必要な支援を確保する体制が必要な方というのは、日中の支援もかなりきちんとした支援が必要な方。日中ちゃんとした支援・体制を確保することが優先としてあっての、夜間のサポート。夜、困りごとがありそうな場合は、日中支援した人がちゃんと対応しておいてもらうということができれば、いきなり夜間にとんでもないことが起こるということは少ないのではないか。精神障害の方の発想ですが、そのように聞いています。
（宗澤会長）

· グループホーム、ケアホームへの移行、民間賃貸住宅への移行、両者共にそこに行き着くまでの間に事前契約が必要だし、この居住サポートでこれだけ書いてあるところは、要するに不動産を探してきて契約することだけが出てきてしまっているが、齋藤香織委員がおっしゃったように、当然民間賃貸住宅を使って地域生活を樹立するというわけだから、周辺に必要な支援というものも一体のものとしてある。それはイメージとしてお持ち下さい。だから決してこの「２４時間必要な支援を確保する体制」というのが尖って出てくるイメージではない。ここは言うなれば私の理解では、むしろ不動産業者、大家に対する一つの根拠であって、この２４時間必要な支援を確保する体制をどうつくるかは、日中の支援や事前ケアも含めての仕組みのつくり方が大きな課題だと感じています。

（岡崎委員）

· 自由な発想で色々と話していいのであれば、個々の対象となる方のサポートする事業者と、さらに市全体で２４時間どこかが起きているという治療的なセンターがバックアップであると効果的だと思う。個々の事業所で色々な問題が起こるが、「必ずここは夜起きているから連絡できる。」というのがあればいい。ただ、これは予算のことや仕組みの問題もあるとは思うが。現在そういったセンターもあるが、そこは「電気がつかない。」という相談には全然結びつかない。そういうものがあると、色々な不安の対処の方法としてはありえるのではないか。
（斎藤（な）委員）

· 現実はたぶん電話を受けた人が動くことになると思う。それから、入院とかもあるかもしれないが、何らかの事情で緊急時にショートステイを利用するということは、実際に本当に困難をきわめる。そこの部分の全体の仕組みとして、ホットラインで支援課が動いてもらえるような担保がないと、おそらく今市内はパンパンなのでそのあたりは課題になると思う。

（宗澤会長）

· 私個人の理解では「２４時間必要な支援を確保する体制」というのは言葉としてあるが、具体的にどうするかというのは、今岡崎委員からご提案のあったように１カ所受けるホットラインを設けるのも１つの考え方だと思います。例えば、緊急時に障害のある方ご本人が連絡をとれるのかという問題もある。例えば、高齢者の領域であるような、緊急時に自動的に連絡がいくというようなシステムを障害の対応によっては導入した方がいいというのもあると思うし、この体制については１から議論し直さない限りできないこと。だからご自由に議論いただいているが、いずれにせよ、これが何らかの形で確保されるような仕組みをつくらなければならない。ここについてはご理解をいただきたい。だから、緊急時に起きた問題によっても違う。例えば火事であったら、支援課や相談支援事業者ではない。つまり、あらゆる場合を想定すべき。「２４時間必要な支援を確保する体制」と言っているが、何も明らかになっていない。ここで確認しておきたいと私個人が思うことは、とにかく２４時間サポート体制が必要であること、その時に一部の支援者、事業者等に過重な負担がかかることなく、起きた問題に応じた対応ができるような仕組みというのはどういう風にしておくべきものなのかということは、今後明らかにしていかなければならない。そういうことだと思う。
（増田委員）

· 来年度からの事業という趣旨ですか。

（事務局）吉野補佐
· 来年度から考えています。予算は審議中です。

（宗澤会長）

· この議論に入る前に言いましたが、自立支援協議会から施策推進協議会に施策課題として報告しなければならない。地域生活支援に関する見直さなければならない課題が山積みになっていると考えています。これは先ほどあった相談支援・充実強化事業から要請されるもの、居住サポート事業から要請されるもの、条例から要請されるものもあると思う。これらを今年度末にむけて課題をきちんと出し、とりあえず施策推進協議会に報告するというかたちをとり、居住サポート事業が仮に来年から見切り発射したとしても、これを実行可能なものにするという体制づくりは、平成２４年度からのさいたま市障害者総合支援計画からになるしかない。本格的には平成２４年度からの体制強化にむけて課題を今年度明らかにし、来年度の計画策定の段階で必要十分な施策を盛り込んでいけるようにしていくということが全体大きな見通しだとご理解いただきたい。

（平林委員）
· この研究報告書にある北九州市の中の居住サポート事業者は具体的にはどういうところか。

（宗澤会長）

· 社会福祉法人の手をつなぐ育成会。但し、言ってみれば育成会とは、実態としては関係ない。精神科関連の地域生活支援を長年されてきたPSWの方が中心になって行われている。
（平林委員）

· そういう事業体を独立してつくるのか。

（宗澤会長）

· 北九州市の場合は生活支援センターと居住サポートセンターを全くの拠点型にし、市内１カ所ずつ別途立てている。「もし各区必要なのであれば、１カ所４００万がせいぜいである。但し、１カ所であれば１５００万出します。」というかたちで、生活支援センターも居住サポートセンターも事実上市内に一カ所しかない。当然、その事業を初めていけばお客さんが増えていく。だから北九州の生活支援センターと居住サポートセンターはパンパンになっている。それからもう１つ向こうで言われたことは、生活支援センターのケースの中に当然地域生活移行の方を抱えている。居住サポートセンターでは、民間賃貸住宅での自立生活にむけて生活支援の課題を抱えている。これを分けて行っていることの愚かさということを北九州市の両センターの方はおっしゃっていた。要するに居住サポート事業だから居住サポート事業として整備を図らなければならない課題性はあるが、基本は地域生活支援の枠組みの中の相談支援事業であり、居住サポート事業であるというところで、先ほどの２４時間体制のありかたもそうであるが、どこかが背負いこまなければならないという議論ではなく、地域のシステムとして何が一番合理性があるのか、そこでどういう体制をつくるのかということを、平成２４年度の総合支援計画策定にむけてつくっていかなければならない課題だと考えています。
（平林委員）

· ということは、生活支援センターの仕事の一部というかたちではなく、生活支援センターとの連携ができる体制でこの事業のシステムをどういう風に組み立てるのかということが、さいたま市の場合、北九州市の例を反省点にとるならば、課題になるのか。さいたま市の場合、各区に支援センターがあるが、その中で支援センターとサポートセンターがどういう位置づけで配置されるかを考えなければならないと。
（宗澤会長）

· こういう事業というのは支援者同士の顔見知りの関係というのはとても大事だと思う。利用者からみても、民間賃貸住宅の課題だけは違うところへ相談にいかなければならないというようなこんな馬鹿な話はない。地域生活というものから考えた時に、ワンストップが望ましいとは思う。
（平林委員）

· 問題は２４時間の支援の体制をどうするかということですね。

（宗澤会長）

· 時間も過ぎていますので、これは今後、みなさんのご意見を汲みながら前に進めていきたい。
（斎藤（な）委員）

· 対象者の考え方で被後見人等ではない、要するに法的契約能力があるというのを条件にしているのは国のほうに何か根拠があるのか。

（事務局）小暮主任

· 単純に契約ができない。認められていないということです。ご本人と賃貸借契約ができないということ。もちろん後見人が契約されるのであれば問題ない。
（宗澤会長）

· だから、後見人の業務になるので、別に「ご本人が契約できない。」ということを意味しているだけで、後見人が「相談にのってほしい。」と来た場合、排除する意味ではない。

（斎藤（な）委員）

· 私は、そういう方が対象外かとみてしまいました。

（宗澤会長）

· だから、被後見人以下の方は直接居住サポートの支援はできないということを意味しているだけですよね。法律上の形式要件を書いただけだと理解した。
（平林委員）

· この文章だと分かりづらい。

（宗澤会長）

· 誤解が生まれないような表現に変えましょう。

（事務局）吉野補佐

· わかりました。
３　その他
（宗澤会長）

· それでは、以上をもちまして決められた議事は全て終わりとなりますが、次回以降の地域自立支援協議会の動きについて、事務局からご案内をお願いします。
（吉野補佐）

· はい、次回の協議会につきましては、今のところ３月上旬を予定しております。本日の協議事項について、委員の皆様からいただいたご意見を参考に、事務局のほうで整理させていただき、できる限り早くお知らせさせていただきたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

４　閉　会
（宗澤会長）

· それでは、参考資料としてお配りいたしました「さいたま市相談支援充実・強化事業対象者リスト」につきましては、事務局で回収させていただきますので、そのまま机の上に置いてお帰りくださいますようお願いします。

· 以上をもちまして、「第５回さいたま市地域自立支援協議会」を閉会とさせていただきます。委員の皆様には、会の進行にご協力いただき、ありがとうございました。
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